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今週のことば

アストラゼネカ製コロナワクチン
使用が見送られていた英アストラゼネカ

製の新型コロナワクチンについて、原則

４０歳以上を接種対象として、一部の自治

体で接種開始。当面は希望者などが対象。

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ８／２３(月) 仏滅　処暑

 　　２４(火) 大安　東京パラリンピック開会式

 　　２５(水) 赤口

 　　２６(木) 先勝　自民党総裁選の日程決定

 　　２７(金) 友引

 　　２８(土) 先負

 　　２９(日) 仏滅

先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 8/16(月) 27,523 ▼454   109.40 △0.89

   17(火) 27,424 ▼ 99   109.32 △0.08

   18(水) 27,586 △162   109.60 ▼0.28

   19(木) 27,281 ▼305   109.77 ▼0.17

   20(金) 27,013 ▼268   109.61 △0.16

最低賃金の大幅引上げと中小企業支援策

◆改定額の答申は２８円以上の引上げに

　令和３年度の地域別最低賃金について、中央審議

会が示した引上げ目安（２８円）などを参考に、各地

方審議会が審議した改定額の答申が出揃いました。

　すべての地域で２８円以上の引上げとなる改定額

が答申され、７県は目安を超える引上げ（最高は島

根の３２円）となっています。答申された改定額の全

国加重平均額は９３０円（２８円引上げ）です。

　改定額の発効日は各都道府県で異なり、１０月１日

～８日までの間に発効予定なので、厚労省や労働局

のホームページ等で確認しましょう。

◆最低賃金引上げに向けた中小企業支援策

◎雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金）……業況

特例又は地域特例の対象となる中小企業が事業場内

で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を３０円以上

引き上げる場合、本年１０～１２月までの休業は休業

規模要件（１／４０以上）を問わず支給対象とします。

◎業務改善助成金……事業場内最低賃金を一定額以

上引上げ、生産性向上のための設備投資（機械設備、

ＰＯＳシステム等の導入）などを行う場合、設備投

資などに要した費用の一部を助成します。本年８月

から「４５円コース」の新設など拡充されました。

◎事業再構築補助金……新分野展開や業態転換等の

事業再構築を支援する本補助金について、第３回公

募（実施中）から、業況が厳しく最低賃金＋３０円以

内の従業員が一定割合以上の事業者を対象に補助率

を引上げた「最低賃金枠」などが新設されました。

◎所得拡大促進税制……国内雇用者に対する給与等

支給額を増加させた場合に、増加額の一定割合を法

人税（個人事業主は所得税）から税額控除できます。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５３１

低未利用土地の譲渡に係る１００万円控除

　全国的に空き地・空き家が増加する中で土地の

譲渡を促進するため、個人が所有する都市計画区

域内の低未利用土地等（所有期間５年超、土地と

その上物の譲渡価額が合計５００万円以下）を譲渡

した場合に、長期譲渡所得から最大１００万円を控

除する制度が、令和２年７月から開始されました。

　本制度は、譲渡前に低未利用であること及び譲

渡後に買主により利用されることについて自治体

の確認が必要となりますが、国交省によると令和

２年７月から同年１２月までに自治体が確認書を

交付した件数は２０６０件となり、１件当たりの譲

渡価額は平均２３１万円（単独所有の場合は２５７万

円、複数人の共有の場合は１４３万円）でした。

マイナポイントの申込期限等を１２月まで延長

　総務省は、本年４月末までにマイナンバーカー

ドを申請した方が対象となるマイナポイント（最

大５千円分）の付与について、マイナポイント申

込みや、チャージ・買い物によるポイント付与期

限を３ヵ月延長し１２月末までとしました。

　なお、本年５月以降にマイナンバーカードの申

請を行った方はポイント付与の対象外です。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000 へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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発行日２０２１年 ８月２３日(月)

★８月１１日からの大雨により長野、島根、広島、

福岡、佐賀、長崎の１３市７町１村に災害救助法

が適用され、被災中小企業対策が行われます。



情報ＢＯＸコード２０１５３１　　　　　   　 　　　　           ２０２１. ８.２３

地域別最低賃金の大幅引上げに向けて中小企業が活用できる支援策

◆令和 3年度地域別最低賃金における地方最低賃金審議会の答申のポイント

・47 都道府県のうち、40 都道府県が 28 円、4 県（青森・山形・鳥取・佐賀）が 29 円、2 県

（秋田・大分）が30円、1県（島根）が32円の引上げ。

・答申された改定額の全国加重平均額は令和 2 年度から 28 円引上げの 930 円となり、昭和 53

年度に目安制度が始まって以降で最高の引上げ額。

・地域別の改定額では東京の1,041円が最も高く、神奈川の1,040円、大阪の992円と続く。

・答申された改定額は、都道府県労働局での関係労使からの異議申出に関する手続を経た上で、都

道府県労働局長の決定により、令和3年10月1日～8日までの間に順次発効される予定。

◆最低賃金の引上げに向けて中小企業が活用できる支援策

◎雇用調整助成金等の要件緩和

・業況特例又は地域特例の対象となる中小企業（令和 3 年 1 月 8 日以降解雇等を行っていない場

合に限る）が、事業場内最低賃金（地域別最低賃金との差が 30 円未満である場合に限る）を令和

3年7月16日～12月までの間に30円以上引上げた場合、令和3年10月～12月までの3ヵ

月間の休業については、休業規模要件（1/40以上）を問わず支給します。

・当該引上げの実施日以降の休業について要件緩和が利用でき、雇用保険被保険者、被保険者以外

ともに、緊急雇用安定助成金として申請を行います。

※令和 3 年度地域別最低賃金の発効日以降に賃金を引上げる場合は、発効後の地域別最低賃金か

ら30円以上引上げる必要があります。

◎業務改善助成金の拡充

・事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資などを行う場合、引上げ

額と引き上げる労働者の数に応じ、その設備投資などに要した費用の一部を助成する制度で、事業

場内最低賃金と地域別最低賃金の差が30円以内及び事業場規模100人以下の事業場が対象です。

・令和3年8月から、「45円コース」の新設や、同一年度内の複数回申請が可能となりました。

・また、売上高等の直近3カ月間の月平均が前年又は前々年同月に比べて 30％以上減少している

事業者を対象として、賃金引上げ対象人数に「10 人以上」が増設され、助成上限額が 600 万円

に拡大されたほか、賃金引上げ額を 30 円以上とする場合に生産性向上に資する自動車やパソコン

等が補助対象に追加されました。

◎事業再構築補助金の拡充

・新型コロナの影響が長期化する中で、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応

するため新分野展開や業態転換、事業・業種転換、事業再編等の思い切った事業再構築に取り組む

中小企業等を支援する制度で、補助額は通常枠で最大8千万円、補助率2/3となります。

・第 3 回公募（7 月 30 日～9 月 21 日）から最低賃金の引上げに向けた支援策として、令和 2

年 10 月から令和 3 年 6 月までの間に 3 ヵ月以上最低賃金＋30 円以内で雇用している従業員が

10％以上いること及び令和2年 4 月以降のいずれかの月の売上高が対前年又は前々年の同月比で

30%以上減少している事業者について、補助率を 3/4 に引上げ、採択率を優遇する「最低賃金

枠」が創設されました。

◎中小企業が賃上げを行った場合の所得拡大促進税制

　青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で、前年度より給与等の支

給額を増加させた場合、その増加額の一部を法人税（個人事業主は所得税）から税額控除できる制

度です。なお、控除額は法人税額（個人事業主は所得税額）の20％が上限となります。

【令和 3年 3月 31 日以前に開始される事業年度（個人事業主は令和 3年以前）の要件等】

・雇用者給与等支給額が前年度よりも増加し、かつ継続雇用者（前年度から適用年度までの全ての

月分で給与等の支給を受けている雇用保険の一般被保険者）の給与等支給額が前年度と比べて

1.5%以上増加した場合に、雇用者給与等支給額の対前年度増加額の15％を税額控除。

・継続雇用者給与等支給額の対前年度増加率が 2.5％以上であり、かつ、教育訓練費増加等の要件

を満たす場合には、上乗せ措置として25％を税額控除。

【令和 3年 4月 1日以後に開始される事業年度（個人事業主は令和 4年以後）の要件等】

・雇用者給与等支給額が前年度と比べて 1.5%以上増加した場合に、雇用者給与等支給額の対前年

度増加額の15％を税額控除。

・雇用者給与等支給額の対前年度増加率が 2.5％以上であり、かつ、教育訓練費増加等の要件を満

たす場合には、上乗せ措置として25％を税額控除。


